
  

 
  

 
 

 
 
 
 

  機械及び装置の耐用年数の捉え方 

Ｑ：機械及び装置の耐用年数が、改正によ

り、○○業用設備として定められています。

どのように耐用年数を見たらいいのでしょう

か？  

 

Ａ：業種や使用目的で判定するのではなく、

その設備が一般的にどの業種用として使用さ

れているかによって判定します。 

【解説】 

機械及び装置の耐用年数は、税制改正後、

「○○業用設備」と「前掲の機械及び装置以

外のもの並びに前掲の区分によらないもの」

にまとめられました。 

したがって、「○○業用設備」にないもの

は「前掲の機械及び装置以外のもの･･･」の耐

用年数を適用するのではないかと思われるか

もしれませんが、どの耐用年数を適用するか

は、基本的に、その会社の業種や使用目的に

よって判定するのではなく、その設備が一般

的にどの業種用として使用されるものかによ

って判定することとなっています。 

したがってたとえば、自動車部品製造会社

が社員食堂用に厨房設備を取得した場合の厨

房設備であれば、「２３輸送用機械器具製造

業用設備」の耐用年数９年を使うのではなく、

「４８飲食店業用設備」の８年を使うことと

なります。厨房設備は一般的に飲食業用設備

だからです。 

なお、この場合の業種は、日本標準産業分

類の中分類を基本にします。 
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